
平成 17 年１月期   個別財務諸表の概要      平成 17 年３月 23 日 

上 場 会 社 名 株式会社シーイーシー              上場取引所 東 
コ ー ド 番 号 9692                       本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.cec-ltd.co.jp）               神奈川県 
代 表 者 役職名 代表取締役社長  氏名 新野 和幸 
問合せ先責任者 役職名 経理部長 
        氏 名 大桃 健一        TEL(046)252-4111 
決算取締役会開催日   平成 17 年３月 23 日         中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日   平成 17 年４月 26 日         単元株制度採用の有無 有(1 単元 100 株) 

１．17 年１月期の業績（平成 16年２月１日 ～ 平成 17年１月 31 日） 

(1)経営成績                      (百万円未満四捨五入) 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年1月期 34,246   0.7 2,257   13.1 2,360   9.8 
16年1月期 34,007  △1.3 1,995  △40.8 2,149  △37.9 
 

 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期 

純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年1月期 1,336  △35.7  69  74  ―  ―    6.6   8.5   6.9 
16年1月期 2,079   10.7 108  75  ―  ―   10.9   7.7   6.3 

(注)①期中平均株式数  17 年１月期 18,540,582 株  16 年 1 月期 18,639,057 株 
  ②会計処理の方法の変更 無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本 
   中間 期末 ( 年 間 ) 

配当性向 
配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
17年1月期  20  00  10  00  10  00  371   28.7    1.8 
16年1月期  20  00  10  00  10  00  371   18.4    1.9 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円       ％ 円   銭 

17 年 1 月期    27,467    20,787     75.7  1,118    87 

16 年 1 月期    27,772    19,909     71.7  1,070    99 

(注)①期末発行済株式数  17 年１月期 18,540,579 株  16 年１月期 18,540,599 株 
  ②期末自己株式数   17 年１月期   259,421 株  16 年１月期   259,401 株 

２．18 年 1 月期の業績予測（平成 17 年２月１日 ～ 平成 18 年１月 31日） 

 １株当たり年間配当金 

 
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末   
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中間期  16,800   1,200    750  10  00  ―  ―  ―  ― 

通 期  33,800   2,400   1,450   ―  ―  15  00  25  00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 78 円 21 銭 
 
(注) 業績予測については、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、不確実な要素が含まれており、変動する

可能性を有しております。上記予測に関する事項は、添付資料の 10 ページをご参照下さい。 



（千円未満切捨表示）

（平成16年１月31日現在）

区   分
注記
番号

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

％ ％
(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,076,083 4,703,210 627,127

　２　受取手形 104,749 78,892 △25,856

　３　売掛金 ※５ 7,682,989 7,206,619 △476,369

　４　商品 38,400 37,796 △603

　５　仕掛品 1,456,527 851,023 △605,504

　６　前渡金 131,518 1,768 △129,750

　７　前払費用 218,213 196,706 △21,507

　８　短期貸付金 ※５ 495,000 280,000 △215,000

　９　繰延税金資産 217,003 178,103 △38,899

　10　その他流動資産 47,518 50,419 2,901

　11　貸倒引当金 △8,006 △7,087 919

　　　流動資産合計 14,459,997 52.1 13,577,453 49.4 △882,543

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物
※１
※２

4,538,116 4,497,508 △40,608

　　(2) 構築物
※１
※２

54,532 50,160 △4,372

　　(3) 車両運搬具 ※１ 7,339 6,548 △791

　　(4) 工具器具及び備品 ※１ 534,646 421,680 △112,965

　　(5) 土地 ※２ 2,383,494 2,383,494 －             

　　　有形固定資産合計 7,518,130 27.0 7,359,392 26.8 △158,738

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 485,948 501,280 15,331

　　(2) その他無形固定資産 36,371 35,802 △568

　　　無形固定資産合計 522,320 1.9 537,083 2.0 14,763

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,316,679 2,215,116 898,437

　　(2) 関係会社株式 1,716,960 1,566,960 △150,000

　　(3) 出資金 90,935 34,304 △56,630

　　(4) 関係会社出資金 81,255 81,255 －             

　　(5) 長期前払費用 4,451 4,600 149

　　(6) 繰延税金資産 1,031,800 1,169,820 138,020

　　(7) 保証金・敷金 650,770 545,600 △105,170

　　(8) 長期性預金 300,000 300,000 －             
　　(9) その他投資その他
　　    の資産

162,075 151,278 △10,796

　 (10) 貸倒引当金 △83,400 △75,950 7,450

　　  投資その他の資産合計 5,271,526 19.0 5,992,985 21.8 721,458

　　　固定資産合計 13,311,977 47.9 13,889,461 50.6 577,483

　　　資産合計 27,771,975 100.0 27,466,915 100.0 △305,059

貸　借　対　照　表

増   減
当会計年度

（平成17年１月31日現在）
前会計年度
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（千円未満切捨表示）

区   分
注記
番号

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

％ ％
(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※５ 3,243,059 2,231,479 △1,011,579

　２　短期借入金 ※２ 300,000 300,000 －             
　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 19,200 19,200 －             

　４　未払金 ※５ 518,163 206,088 △312,074

　５　未払費用 230,521 182,700 △47,821

　６　未払法人税等 474,282 560,601 86,318

　７　未払消費税等 283,763 290,391 6,628

　８　前受金 51,397 65,098 13,701

　９　預り金 129,210 58,657 △70,552

　10　賞与引当金 234,445 215,644 △18,801

　　　流動負債合計 5,484,042 19.7 4,129,862 15.0 △1,354,179

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 48,000 28,800 △19,200

　２　退職給付引当金 1,961,170 2,141,558 180,388

　３　役員退職慰労引当金 369,865 379,255 9,390

　　　固定負債合計 2,379,035 8.6 2,549,613 9.3 170,578

　　　負債合計 7,863,077 28.3 6,679,475 24.3 △1,183,601

(資本の部)

Ⅰ　資本金 ※３ 6,586,000 23.7 6,586,000 24.0 －             

Ⅱ　資本剰余金

　１　資本準備金 6,415,030 6,415,030 －             

　　　資本剰余金合計 6,415,030 23.1 6,415,030 23.4 －             

Ⅲ　利益剰余金

　１　利益準備金 300,783 300,783 －             

　２　任意積立金 4,257,747 5,934,233 1,676,485

　　(1) プログラム等準備金 99,441 87,390 △12,051

　　(2) 特別償却準備金 48,306 36,843 △11,462

　　(3) 別途積立金 4,110,000 5,810,000 1,700,000

　３　当期未処分利益 2,414,132 1,650,689 △763,443

　　　利益剰余金合計 6,972,663 25.1 7,885,706 28.7 913,042

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 234,636 0.9 200,158 0.7 △34,478

Ⅴ　自己株式 ※４ △299,432 △1.1 △299,455 △1.1 △22

　　　資本合計 19,908,897 71.7 20,787,439 75.7 878,541

　　　負債・資本合計 27,771,975 100.0 27,466,915 100.0 △305,059

増   減
前会計年度

（平成16年１月31日現在）
当会計年度

（平成17年１月31日現在）
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（千円未満切捨表示）

区   分
注記
番号

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

％ ％

Ⅰ　売上高 34,007,341 100.0 34,245,890 100.0 238,548

Ⅱ　売上原価 28,060,054 82.5 27,794,712 81.2 △265,341

　　　売上総利益 5,947,287 17.5 6,451,177 18.8 503,890

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

3,952,277 11.6 4,194,014 12.2 241,737

　　　営業利益 1,995,009 5.9 2,257,162 6.6 262,152

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4,470 3,033 △1,437

　２　受取配当金 ※３ 88,968 115,133 26,164

　３　関係会社受取手数料 18,116 15,210 △2,906

　４　出資金評価益 22,506 －             △22,506

　５　為替差益 741 －             △741

　６　雑収益 ※３ 24,649 30,947 6,297

　　　営業外収益合計 159,453 0.4 164,323 0.4 4,869

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 4,913 3,854 △1,058

　２　出資金評価損 －             54,765 54,765

　３　自己株取得手数料 598 －             △598

　４　雑損失 3 3,166 3,163

　　　営業外費用合計 5,515 0.0 61,786 0.1 56,271

　　　経常利益 2,148,948 6.3 2,359,699 6.9 210,751

Ⅵ　特別利益
　１　厚生年金基金代行部分
　　　返上益

1,675,085 －             △1,675,085

　２　固定資産売却益 260 －             △260

　３　貸倒引当金戻入益 8,356 －             △8,356

　　　特別利益合計 1,683,701 5.0 －             0.0 △1,683,701

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産評価損 97,280 －             △97,280

　２　固定資産除却損 ※５ 22,436 26,376 3,940

　３　投資有価証券評価損 72,378 573 △71,804

　４　ゴルフ会員権評価損 1,150 －             △1,150

　５　その他特別損失 123 1,124 1,001

　　　特別損失合計 193,368 0.6 28,075 0.0 △165,293

　　　税引前当期純利益 3,639,281 10.7 2,331,624 6.9 △1,307,657
　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,054,119 3.1 1,071,076 3.1 16,957

　　　法人税等調整額 505,932 1.5 △75,456 △0.2 △581,389

　　　当期純利益 2,079,229 6.1 1,336,004 4.0 △743,225

　　　前期繰越利益 520,308 500,090 △20,218

　　　中間配当額 185,405 185,405 －             

　　　当期未処分利益 2,414,132 1,650,689 △763,443

損　益　計　算　書

増   減
前会計年度

（自 平成15年２月１日　
　至 平成16年１月31日）

当会計年度

（自 平成16年２月１日　
　至 平成17年１月31日）
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（千円未満切捨表示）

前会計年度 当会計年度

（自 平成15年２月１日　 （自 平成16年２月１日　
　至 平成16年１月31日） 　至 平成17年１月31日）

科　目
注記
番号

金　額 金　額 金　額

Ⅰ　当期未処分利益 2,414,132 1,650,689 △763,443

Ⅱ　任意積立金取崩額 24,159 23,738 △420

　１　プログラム等準備金
　　　取崩額

12,696 12,275 △420

　２　特別償却準備金取崩額 11,462 11,462 －              

合　計 2,438,291 1,674,427 △763,863

Ⅲ　利益処分額 1,938,201 1,228,405 △709,795

　１　配当金 185,405 185,405 －              

　２　役員賞与金 52,150 43,000 △9,150

　（内  監査役賞与金） (1,400) (1,400) (－)            

　３　任意積立金 1,700,645 1,000,000 △700,645

　　(1) プログラム等準備金 645 0 △645

　　(2) 別途積立金 1,700,000 1,000,000 △700,000

Ⅳ　次期繰越利益 500,090 446,021 △54,068

（注）１．平成16年10月５日に１株につき10円00銭の中間配当を実施いたしました。

　　　２．利益配当金は、自己株式259,421株の配当金を除いております。

利益処分計算書(案)

増　減
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重要な会計方針 
 

 
前会計年度 

(自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 
  ……… 償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 
  ……… 同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 
  ……… 移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
  ……… 同左 

 (3) その他の有価証券 
  時価のあるもの 
   ……… 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法
により処理し、売却
原価は移動平均法に
より算定) 

  時価のないもの 
   ……… 移動平均法による原価

法 

(3) その他有価証券 
  時価のあるもの 
   ……… 同左 
 
 
 
 
 
  時価のないもの 
   ……… 同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 商品・貯蔵品・材料 
  ……… 総平均法による低価法 

(1) 商品・貯蔵品・材料 
  ……… 同左 

 (2) 仕掛品 
  ……… 個別法による低価法 

(2) 仕掛品 
  ……… 同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

(1) 有形固定資産 
 (イ)建物、構築物 
   ……… 定額法 

(1) 有形固定資産 
 (イ)建物、構築物 
   ……… 同左 

  (ロ)その他の有形固定資産 
   ……… 定率法 

 (ロ)その他の有形固定資産 
   ……… 同左 

 (2) 無形固定資産 
 (イ)ソフトウエア 
   自社利用目的 
   ……社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。
ただし、サービス提供目
的のソフトウエアで、特
定顧客との契約に基づく
アウトソーシング用ソフ
トウエアについては、当
該契約に基づく受取料金
（定額制）の期間にわた
って均等償却しておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
 (イ)ソフトウエア 
   市場販売目的 
   ……見込販売収益に基づく償却

方法 
   自社利用目的 
   ……社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。
ただし、サービス提供目
的のソフトウエアで、特
定顧客との契約に基づく
アウトソーシング用ソフ
トウエアについては、当
該契約に基づく受取料金
（定額制）の期間にわた
って均等償却しておりま
す。 

  (ロ)ソフトウエア以外の無形固定資 
   産…… 定額法 

 (ロ)ソフトウエア以外の無形固定資 
   産…… 同左 

 (3) 長期前払費用 
  ……… 定額法 

(3) 長期前払費用 
  ……… 同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れに備えるために、一
般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収不能見込額を計上
しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に充てるた
め、将来の支給見込額のうち、当会
計年度の負担額を計上しておりま
す。 

(2) 賞与引当金 
同左 
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前会計年度 

(自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、
当会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による定額法によ
り、発生の翌会計年度から費用処理
することとしております。 
(追加情報) 

  厚生年金基金の代行部分返上に関
し、「退職給付会計に関する実務指
針（中間報告）」（日本公認会計士
協会会計制度委員会報告第13号）第
47－２項に定める経過措置を適用
し、厚生労働大臣から将来分支給義
務免除の認可を受けた日において、
代行部分に係る退職給付債務と返還
相当額の年金資産を消滅したものと
みなして会計処理しております。 

  なお、当会計年度末において測定
された年金資産の返還相当額は
2,489,456千円であります。 

(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、
当会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による定額法によ
り、発生の翌会計年度から費用処理
することとしております。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

５ 外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、為替差
額は損益として処理しております。 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

(1) 消費税の会計処理 
  税抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理は、税抜き方式に
よっております。 
 

 (2) 貸借対照表 
  財務諸表等規則の改正により、当
会計年度における貸借対照表の資本
の部については、改正後の財務諸表
等規則により作成しております。 

 
──────── 

 (3) １株当たり情報 
  当会計年度より「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。 

  なお、同会計基準及び適用指針の
適用に伴う影響については、（１株
当たり情報）注記事項に記載のとお
りであります。 

 
──────── 
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表示方法の変更 

 
前会計年度 

(自 平成15年２月１日 
至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

(貸借対照表) 

 前会計年度において流動資産「その他流動資産」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」（前会計年度は

110,000千円）は、当会計年度末における金額が資産総

額の100分の１を超えたため独立掲記しております。 

 

──────── 

 

──────── 

(損益計算書) 

 前会計年度において、独立掲記しておりました「為替

差益」(当会計年度437千円)は、営業外収益合計の100分

の10以下であるため、当会計年度においては「雑収益」

に含めて表示しております。 
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注記事項 
(貸借対照表関係) 

 
前会計年度 

(平成16年１月31日現在) 
当会計年度 

(平成17年１月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 4,156,318千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 4,241,514千円
 

※２ 担保に供している資産 

建物 4,433,921千円

構築物 54,532千円

土地 2,383,494千円

計 6,871,948千円

   上記物件は、以下の借入金の担保に供しておりま

す。 

短期借入金 300,000千円
１年以内返済予定の 
長期借入金 19,200千円

長期借入金 48,000千円

計 367,200千円
  

※２ 担保に供している資産 

建物 4,396,172千円

構築物 50,160千円

土地 2,383,494千円

計 6,829,827千円

   上記物件は、以下の借入金の担保に供しておりま

す。 

短期借入金 300,000千円
１年以内返済予定の 
長期借入金 19,200千円

長期借入金 28,800千円

計 348,000千円
  

※３ 授権株数      普通株式 40,000,000株 

   発行済株式の総数  普通株式 18,800,000株 
 

※３ 授権株数      普通株式 40,000,000株 

   発行済株式の総数  普通株式 18,800,000株 
 

※４ 自己株式の保有数  普通株式 259,401株 
 

※４ 自己株式の保有数  普通株式 259,421株 
 

※５ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりであります。 
売掛金 3,258千円

短期貸付金 495,000千円

買掛金 635,742千円

未払金 4,707千円
 

※５ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりであります。 
売掛金 2,179千円

短期貸付金 280,000千円

買掛金 551,062千円

未払金 1,711千円
 

６ 配当制限 
  有価証券の時価評価により、純資産額が234,636千
円増加しております。なお、当該金額は商法施行規則
第124条第３号の規定により、配当に充当することが
制限されております。 

６ 配当制限 
  有価証券の時価評価により、純資産額が200,158千
円増加しております。なお、当該金額は商法施行規則
第124条第３号の規定により、配当に充当することが
制限されております。 

※７ 期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理
しております。当会計年度末日は休日のため期末
満期手形が以下の科目に含まれております。 

受取手形 26,604千円
 

※７       ――――――――――― 
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(損益計算書関係) 
 

前会計年度 
(自 平成15年２月１日  

 至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日  

 至 平成17年１月31日) 
※１ 販売費及び一般管理費 

  販売費に属する費用の割合は約33％であり、一般

管理費に属する費用の割合は約67％であります。 

  主要な科目およびその金額は下記のとおりであり

ます。 

役員報酬 262,269千円

給料手当 1,548,242千円

賞与 93,286千円

賞与引当金繰入額 26,023千円

退職給付費用 141,605千円

賃借料 133,976千円

減価償却費 308,039千円

手数料 185,645千円

役員退職慰労引当金繰入額 19,684千円
 

※１ 販売費及び一般管理費 

  販売費に属する費用の割合は約32％であり、一般

管理費に属する費用の割合は約68％であります。 

  主要な科目およびその金額は下記のとおりであり

ます。 

給料手当 1,796,989千円

減価償却費 325,676千円

役員報酬 235,344千円

手数料 216,253千円

法定福利費 215,115千円

賃借料 209,204千円

退職給付費用 126,677千円

賞与引当金繰入額 29,521千円

役員退職慰労引当金繰入額 28,800千円
 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

 52,280千円
 

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

 11,470千円
 

※３ 営業外収益のうち関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

受取利息 383千円

受取配当金 85,607千円
 

※３ 営業外収益のうち関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

受取利息 625千円

受取配当金 97,819千円
 

※４ 固定資産売却益の内訳 

車両運搬具 260千円
 

※４       ――――――――――― 

 
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 17,444千円

工具器具及び備品 4,681千円

ソフトウエア 310千円
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 19,521千円

工具器具及び備品 5,691千円

ソフトウエア 1,164千円
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(リース取引関係) 
 

前会計年度 
(自 平成15年２月１日  

 至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日  

 至 平成17年１月31日) 
１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具器具 
及び備品  その他  合計 

  千円  千円  千円 

取得価額 
相当額  418,853 61,890 480,743

減価償却 
累計額 
相当額 

 255,824 45,313 301,138

期末残高 
相当額  163,029 16,576 179,605
 

  工具器具 
及び備品  その他  合計 

  千円  千円  千円 

取得価額 
相当額  534,157 31,688 565,846

減価償却 
累計額 
相当額 

 337,001 16,225 353,227

期末残高 
相当額  197,156 15,463 212,619
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内  一年超  合計 

92,073千円 189,501千円 281,574千円 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内  一年超  合計 

128,944千円 206,643千円 335,588千円 
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 146,409千円

減価償却費相当額 137,668千円

支払利息相当額 7,594千円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 139,882千円

減価償却費相当額 174,341千円

支払利息相当額 6,040千円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％とし

て計算した定率法による減価償却費相当額に９分の

10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

  未経過リース料 

一年以内  一年超  合計 

77,284千円 111,082千円 188,366千円 
 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

  未経過リース料 

一年以内  一年超  合計 

40,832千円 36,192千円 77,024千円 
 

 

(有価証券関係) 

前会計年度(平成16年１月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当会計年度(平成17年１月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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(税効果会計関係) 
 

前会計年度 
(平成16年１月31日現在) 

当会計年度 
(平成17年１月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
(繰延税金資産)  
 退職給付引当金否認 798,196千円 
 投資有価証券評価損否認 152,648 
 役員退職慰労引当金 150,535 
 ゴルフ会員権評価損否認 123,962 
 賞与引当金損金算入限度超過額 83,590 
 たな卸資産評価損 73,322 
 未払事業税等否認 56,392 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 33,943 
 少額減価償却資産一括償却否認 28,575 
 その他 490 
繰延税金資産合計 1,501,658 
(繰延税金負債)  
 その他有価証券評価差額金 △161,040 
 プログラム等準備金 △61,595 
 特別償却準備金 △26,094 
 出資金評価益 △4,124 
繰延税金負債合計 △252,855 
繰延税金資産の純額 1,248,803千円 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
(繰延税金資産)  
 退職給付引当金否認 871,614千円 
 役員退職慰労引当金 154,356 
 投資有価証券評価損否認 152,882 
 ゴルフ会員権評価損否認 120,778 
 賞与引当金損金算入限度超過額 96,514 
 未払事業税等否認 51,016 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 33,796 
 たな卸資産評価損 30,032 
 少額減価償却資産一括償却否認 23,015 
 出資金評価損否認 18,164 
 減価償却超過額 3,384 
 その他 243 
繰延税金資産合計 1,555,800 
(繰延税金負債)  
 その他有価証券評価差額金 △137,376 
 プログラム等準備金 △52,705 
 特別償却準備金 △17,794 
繰延税金負債合計 △207,876 
繰延税金資産の純額 1,347,923千円 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因の主な項目別の内訳 

 
  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、注記を省略しております。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因の主な項目別の内訳 

 
  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、注記を省略しております。 

 
３ 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、「法人事業税における外形標準課税に伴う税効果

会計適用上の取り扱い」（日本公認会計士協会 平成

15年３月25日）を適用し、当会計年度の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算（ただし、平成17年２月１日

以降に解消が見込まれるものに限る）には改正後の法

定実効税率を用いております。 
  この変更により、当会計年度の繰延税金資産の金額
が32,956千円減少するとともに、当期純利益が38,100
千円減少し、その他有価証券評価差額金が5,143千円
増加しております。 

 
―――――――――――――― 

 



－50－

(１株当たり情報) 
 

前会計年度 
(自 平成15年２月１日  

 至 平成16年１月31日) 

当会計年度 
(自 平成16年２月１日  

 至 平成17年１月31日) 

１株当たり純資産……………………………1,070円99銭 １株当たり純資産……………………………1,118円87銭 

１株当たり当期純利益…………………………108円75銭 １株当たり当期純利益………………………… 69円74銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 当会計年度より「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前会計年度に適用

して算定した場合の１株当たり情報は次のとおりとな

ります。 
 
１株当たり純資産 970円63銭 

１株当たり当期純利益 95円69銭 

 

 

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 前会計年度 当会計年度 

当期純利益（千円） 2,079,229 1,336,004 

普通株主に帰属しない金額（千円） 52,150 43,000 

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) 52,150 43,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,027,079 1,293,004 

普通株式の期中平均株式数（株） 18,639,057 18,540,582 

 



役 員 の 異 動 

 

（平成１７年４月２６日付） 

 

（１）代表者の異動 

 

   該当ありません。 

 

 

（２）その他役員の異動 

 

  【退任予定取締役】 

   現 取 締 役   杉 本 文 雄   （当社顧問就任予定） 

    

 

以  上 
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